
事務事業名

市民環境部市民課

計：

改善方向性決算額
シート№

コスト 成果42,494

（単位：千円）

事務事業評価一覧（課別）

令和7年度

→→30,4231831 市民サービスセンター運営事業 611-01

→→2721833 真孝西児童公園維持管理事業 521-01

↑→1,6561834 人権啓発センター各種教室事業 521-02

↑→7,4891835 人権啓発センター管理運営事業 521-03

↑→5581837 人権啓発推進まちづくり事業 521-04

↑→9701838 人権擁護推進事業 521-05

↑→8711839 霧島人権擁護委員協議会活動支援事業 521-06

→→301899 暴力の根絶推進事業 521-07

↑→1171900 男女共同参画広報・啓発事業 522-01

→→1081901 男女共同参画計画進行管理事業 522-02



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

公平・公正である

削減できない

削減できない

向上する余地はない

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

事業及びコストの方向性が「維持」の場合は、改革改善内容の記載は不要としています。

0000

4,4004,0075,0004,014人パスポートの窓口申請・受領に利用した市
民

パスポートの窓口申請・受領ができる

7,2007,1028,2007,515人平日の17時から19時及び閉庁日に利用し
た市民

本庁・総合支所の閉庁時間に、証明発行
や税金等の納付ができる

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

市民の利便性を高めるため、平成19年に霧島市市民サービスセンター「コア・よか」を設置。年末年始を除く10時から19時まで営業し、証明発行や税金等の納付、パスポート
発給（申請・交付）ができる。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成19年度～

根拠法令

条例等

霧島市市民サービスセンター設置及び運営
に関する規則等

１．基本情報

所属 市民課

1831 － 市民サービスセンター運営事業

6．しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり）

1．市民の視点に立った行政サービスの提供

1．デジタル技術を活用した行政サービスの充実

①各施策と連携を図り、デジタル技術を活用しながら、計画的に行政のサービス向上と
 業務効率化に取り組みます。

②サイバーセキュリティの確保や個人情報の適正な取り扱いを徹底しながら、安全かつ
 安定的な行政サービスを提供します。

③地域の課題やニーズに対応するために、事業者や地域などのデジタル化の取組を支
援します。

①市民・自治体業務
 ②市役所のデジタル環境・市が保有する

情報
③事業者・地域等

 ①ニーズに合った行政サービスを受けられる
 ①効率化される

 ②サイバーセキュリティーが確保される
 ②適正に管理される

③デジタル化に取り組んでもらう

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

02 総務費

03 戸籍住民基本台帳費

01 戸籍住民基本台帳費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

→
維持

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 611-01

特になし

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 31,07630,42335,571

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

6,1404,4436,853

24,93625,61728,718

000

03630

000

●各種証明書の発行件数・手数料
　戸　籍　1,600件　　716,850円（うち広域交付　344件）
　住民票　4,662件　1,396,200円
　印　鑑　3,157件　　960,700円
　その他　　  55件　    16,500円
　税証明　1,594件　　413,700円
●税金等収納　2,136件　　収納額　36,768,076円
●一般旅券申請・交付件数
　申　請　2,026件
　交　付　1,981件　　　　　
●収入印紙・収入証紙販売額　24,778,700円
来客者へ積極的に声掛けを行い、窓口での待ち時間短縮に努め、親切丁寧な接客を行った。パ
スポートの電子申請やオンライン納付にも対応し、市民の利便性向上に努めた。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

公平・公正である

削減できない

削減できない

向上する余地はない

影響がある

市が実施することは妥当である

結びついている

0

地域住民のふれああいと健康の増進、交流の場として公園が利用されるよう適切な管理に努める。公園利用者に対して利用
時のマナー向上について啓発を行う。

0000

0000人利用者数（申請があったもの）住民交流の場として活用する

0000回利用回数（申請数）住民交流の場として活用する

0000

000

445445446446人地域住民の人口地域住民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

地域住民に交流・健康増進・憩いの場所を提供するため、真孝西児童公園の維持管理を行う事業。主に公園遊具施設等の点検・修繕や公衆トイレ電気・水道料支払及び浄
化槽維持管理、公園草払及び木の剪定等を行う。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
昭和45年度～

根拠法令

条例等

霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管
理に関する条例

１．基本情報

所属 市民課

1833 － 真孝西児童公園維持管理事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

→
維持

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-01

特になし

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 300272288

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

300272288

000

000

000

000

公園は、日常的に運動や散歩等、主に子どもたちの遊びの場として利用された。野球やサッカー
などの利用については、他の利用者や周辺住民の迷惑にならないように立看板を設置するなど
マナー啓発に務めた。なお、団体による公園の使用許可申請はなかった。
公園は日々点検し、日常的にゴミ拾いや草払いを行うなど、美化維持を図るとともに、公園遊具
施設の安全性の確認については、5月15日に専門業者に委託して点検を行い、簡易に修繕が可
能な箇所については、啓発センターで修繕した。また、公園南西側入口フェンス支柱の下部が腐
食したため、公園利用者の安全確保のため、業者に委託し、9月27日に修繕した、
〈管理委託〉・浄化槽維持管理通年・公園遊具施設点検　１回
・公園の草払いは、啓発センターで日常的に草払いを実施（※自治会活動２回）
〈修繕〉・南西側入口フェンス

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

令和８年度以降も各種教室や小中学校の学習会など啓発センターでの学びの中で住民交流の機会を提供しながら、年５回
の人権学習会の定期的な開催や、先生方による小中学生への人権学習を通して、市民の人権・同和問題に対する理解を深
めるとともに、硬筆教室など、地域住民の教養・文化活動、健康づくり、介護予防等に資する地域自治会主催の地域のひろば
推進事業をサポートするなど。人権啓発センター各種教室事業の円滑な運営に努めていく。

1009710098％人権学習会アンケート「理解が深まった」と
回答した人の割合

人権に関する理解を深める

5555回人権学習会の開催回数住民交流を図りながら人権問題について
学習する

2,1502,1562,0002,007人 人権啓発センターが行う一般教室の延べ参
加人数

教室を通して住民交流を図る

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

人権・同和問題に対する理解を深めるため、隼人人権啓発センターで各種教室を行う事業。主に市民を対象とした一般教室･人権学習会や小中学生の学習相談会・解放学習
会及び地域住民の教養文化活動等を行い、地域内外の住民の交流を図る。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
昭和54年度～

根拠法令

条例等

霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管
理に関する条例等

１．基本情報

所属 市民課

1834 － 人権啓発センター各種教室事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-02

霧島市人権教育・啓発基本計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 2,0001,6561,707

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

500414427

000

000

1,5001,2421,280

000

一般教室については、市民延べ2,156名が参加し、各種教室の学びの中で住民交流の機会を提
供した。人権学習会には、教室受講生など市民延べ664名が参加し、人権・同和問題に対する理
解を深めることができた。また、小中学校の学習会については、放課後に延べ254名が参加し、
先生方による学習指導及び人権学習などを実施した。地域住民の教養文化活動については、硬
筆教室に地域住民延べ120名、また、地域自治会主催の地域のひろば推進事業には延べ254名
が参加し、地域住民の教養文化活動、健康づくり、介護予防等に資する事業をサポートした。
●一般教室　11教室（※９種類）（５月～３月）
・絵手紙・折り紙・着物着付け・元気体操・津軽三味線・パソコン入門・パソコン実用１・パソコン実
用２・パッチワーク・舞踊・フラワーアレンジメント
●一般教室生が参加した人権学習会「タイトル別」５回（②③④は講演、①⑤はDVD視聴による
学習）
①「ハラスメントの裏に潜む無意識の偏見」 ５月　
②「なぜ差別は無くならないの」 ８月　
③「ゆっくり進む　それじゃダメなの？」   11月

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

各種相談事業を実施し、地域住民が安心して暮らせる生活環境の向上に取り組む。また、人権学習会をはじめとして人権課
題の解決に資する各種啓発・広報活動事業や、各種一般教室、小中学校の学習会、地域住民を対象にした硬筆教室、地域
のひろば推進事業（自治会主催）などの地域交流事業や各種会議、研修など、地域住民をはじめ、広く市民に活用していただ
くため、施設について適正な管理を行う。

0000

0000

5,0005,0915,0004,903人人権啓発センター利用者数人権同和問題等への意識高揚、住民交
流等を促進する。

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民活動の拠点となる開かれたコミュニティセンターとして、隼人人権啓発センターを管理運営する事業。主に同和問題をはじ
め様々な人権問題の解決に向けた啓発活動、生活上の各種相談事業や人権課題の解決に資する各種事業を総合的に行う。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
昭和54年度～

根拠法令

条例等

霧島市隼人人権啓発センターの設置及び管
理に関する条例

１．基本情報

所属 市民課

1835 － 人権啓発センター管理運営事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-03

特になし

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 7,2887,4896,849

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

2,0071,8731,898

000

000

5,2815,6164,951

000

各種相談事業を実施し、延べ120人の地域住民から相談があり、地域住民が安心して暮らせる生
活環境の向上に取り組むことができた。また、人権学習会をはじめとする人権課題の解決に資す
る啓発・広報活動事業や、一般教室、小中学校の学習会、地域住民を対象とした硬筆教室など
の地域交流事業や各種会議、研修など、地域住民をはじめ、延べ5,091人の市民に人権啓発セン
ターを活用していただきながら、施設について１年を通して適正な管理運営を行った。
●人権啓発センター利用回数・利用者数
①相談事業　  129回　　120人（※電話での相談も含む）
②学習会　　 　74回　   254人
③各種教室　  254回　2,276人
④人権学習会　　5回　  664人（※他施設での開催も含む)
⑤会議室・和室利用（※他団体への貸館） 91回　  852人
⑥研修・交流会 68回　  714人　
⑦その他来館者   　　　 211人　  　合計  621回  5,091人

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

ネット配信等を活用して各講演会やセミナー等への参加機会の拡大を図る。

0000

0000

99999998％人権に関する理解が深まった参加者の割
合（じんけんフェスタアンケート集計より）

自分自身の人権問題として理解を深める

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

市民1人ひとりがあらゆる人権問題に一層の理解を深められるよう、「霧島市人権教育・啓発基本計画」に基づいた啓発活動を行う。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成17年度～

根拠法令

条例等

人権教育及び人権啓発の推進に関する法
律等

１．基本情報

所属 市民課

1837 － 人権啓発推進まちづくり事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-04

霧島市人権教育・啓発基本計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 883558679

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

338558272

000

000

5450407

000

●じんけんフェスタ　10月19日　「こどもの人権」をテーマに国分ハウジングホールで開催　224名
参加➡「人権に関する理解が深まった」と回答した人の割合：99.4％
●人権の花運動　4月～12月　市内6小学校で実施➡実施校アンケートで全6校とも「人権に関す
る理解が深まった」と回答
●人権啓発職員研修　7月実施　74名参加➡「人権課題の解決について『考えるきっかけになっ
た』」と回答した職員の割合：99.0％
●北朝鮮による拉致被害者・特定失踪者支援等のための署名募金活動の実施　初午祭等イベン
ト時街頭署名活動も実施した

目に見える成果の向上はないが、啓発の効果は高く、人権問題への理解の深化に大きく寄与で
きている。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

市が実施することは妥当である

結びついている

0

研究集会開催経費の圧縮については不断の取組が必要である。

0000

0000

250253250243人各種学習会・研究集会等参加者数支部員の意識の醸成や指導者となる人材
の養成を支援する

0000

000

440440430440人支部加入者数部落解放同盟鹿児島県連合会隼人支部

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

部落解放同盟鹿児島県連合会隼人支部が行う活動に対し補助金を交付することにより、各種学習会等への参加による意識醸成、次期指導者の養成を図り、自立向上を支援
する。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
昭和53年度～

根拠法令

条例等

霧島市人権擁護推進事業補助金交付要綱
等

１．基本情報

所属 市民課

1838 － 人権擁護推進事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-05

特になし

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 920970970

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

920970970

000

000

000

000

部落解放同盟隼人支部の会員が各種研修会等に参加する際の旅費等や、同支部が中心となっ
て開催する霧島市研究集会の諸経費に本市からの補助金が活用されている。

●各種研修会、学習会への参加者数：延べ51名
●部落解放第19回研究集会への参加者数：253名

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

霧島支局管内の相談受付件数は、県内の約３分の１を占めており需要は多いものの、相談窓口としての認知度が低いように
見受けられるため、広報誌に留まらず多様な周知広報の手段を講じる必要がある。

0000

0000

1,60001,6001,611件人権相談件数（霧島支局管内）人権侵害を受けた人を救済する

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

霧島人権擁護委員協議会の負担金を納入することで、協議会の人権擁護に係る啓発・広報・相談等の活動を支援する。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成24年度～

根拠法令

条例等

人権擁護委員法等

１．基本情報

所属 市民課

1839 － 霧島人権擁護委員協議会活動支援事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

03 民生費

01 社会福祉費

06 人権擁護推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-06

特になし

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 795871876

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

795871876

000

000

000

000

年間44回の特設人権相談所を開設し、市民からの相談を受けつける体制を整えた。

●人権相談件数（霧島支局管内）1,509件

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

公平・公正である

削減できない

削減できない

向上する余地はない

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

32

開催時期を検討し学校等教育機関への参加も呼び掛ける等の取組が必要である。

0000

10096100100%DV防止講座の理解度DV等の相談、支援の対応について理解
を深める

6161117117人DV相談件数DV等について相談できる

0000

404029人DV防止講座の受講者数DV等の相談、支援に関心を持っている人

101,382102,153100,70898,682人18歳以上の数市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

DV（ドメスティック・バイオレンス）をはじめ、様々な人権侵害を受けて苦しんでいる市民の相談を受ける相談員等を対象とする講座の開催を通じ、相談に対し的確な助言等を
行える相談員を養成する。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間

根拠法令

条例等

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護等に関する法律等

１．基本情報

所属 市民課

1899 － 暴力の根絶推進事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

1．人権教育・啓発の推進

①より多くの市民が人権問題への理解を深められるよう、事業者・教育機関などと連携し
 て、様々な場面で効果的な人権教育・啓発事業を実施し、人権意識の醸成を図ります。

②人権侵害について相談しやすい環境づくりと相談窓口の周知を図り、被害者の救済や
ＤＶ・虐待等の早期発見・対応に取り組みます。

 ①市民
②市民・人権を侵害された人

 ①人権問題への理解を深めてもらう
②人権を侵害されない
②必要な支援を受けられる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

02 総務費

01 総務管理費

12 男女共同参画推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

→
維持

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 521-07

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護等に関する計画等

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 423030

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

423030

000

000

000

000

●DV防止講座　32名参加
●相談対応スキルアップ講座　39名参加

市職員をはじめ民生委員・児童委員や人権擁護委員等、相談を受けることが多い方々を対象に
基礎知識や相談対応スキルの習得又は向上を促す取組が出来た。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

様々な周知・広報の手段による参加者数の増加を図る。

0000

0000

50975091％セミナー、講座等に初めて参加した人の割
合

男女共同参画の理念を知ってもらう

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

男女共同参画の推進に必要な知識の普及を図るため、積極的な広報・啓発活動を行う。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成11年度～

根拠法令

条例等

男女共同参画社会基本法、霧島市男女共同
参画推進条例

１．基本情報

所属 市民課

1900 － 男女共同参画広報・啓発事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

2．あらゆる分野における男女共同参画の推進

①性別による固定的な役割分担意識や性差に関する偏見を解消し、男女共同参画に関
 する積極的な広報・啓発活動を展開します。

②女性の経営参画や管理職等への登用促進など女性が働きやすい環境の整備に取り
組むとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進や女性の活躍推進に向けた社会的な気運
の醸成を図ります。

 ①市民
②事業者

①性別による固定的な役割分担意識や性差
 に関する偏見が解消される

②誰もが働きやすい環境づくりに取り組んで
もらう

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

02 総務費

01 総務管理費

12 男女共同参画推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 522-01

霧島市男女共同参画計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 17411781

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

17411781

000

000

000

000

●地区別セミナー　3自治公民館　計49名参加
●エンパワメントセミナー 9名参加
●子どもの男女共同参画講座　1クラブ　54名参加
●出前講座　2団体　計31名参加
●男女共同参画職員研修　95名参加
幅広い年齢層を対象に各研修を実施し男女共同参画の基本理念認知の向上につながった。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

公平・公正である

削減できない

削減できない

向上する余地はない

影響がある

実施すべき又は実施しなければならない事業

結びついている

0

当事業は、計画の進捗状況を可視化することで主に庁内の取組の強化や理解の増進を図るものだが、特に理解の増進につ
いて効果が希薄化しているため、各事業の担当課へのフィードバックの手法について工夫する必要がある。

0000

8588件重点課題の年次目標未達であるものの当
初より向上している項目数

進捗状況を明確に把握でき、各分野にお
ける取組が進む

144145件重点課題の年次毎の達成項目数推進状況を明確に把握でき、各分野にお
ける取組が進む

0000

000

122,771122,441122,830121,379人人口市民

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

男女共同参画計画を推進するため、重点課題毎に数値目標を設置し、同事業の進捗状況等について、検証を実施する。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成18年度～

根拠法令

条例等

霧島市男女共同参画推進条例第15条

１．基本情報

所属 市民課

1901 － 男女共同参画計画進行管理事業

5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

2．人権尊重・男女共同参画の推進と多文化共生

2．あらゆる分野における男女共同参画の推進

①性別による固定的な役割分担意識や性差に関する偏見を解消し、男女共同参画に関
 する積極的な広報・啓発活動を展開します。

②女性の経営参画や管理職等への登用促進など女性が働きやすい環境の整備に取り
組むとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進や女性の活躍推進に向けた社会的な気運
の醸成を図ります。

 ①市民
②事業者

①性別による固定的な役割分担意識や性差
 に関する偏見が解消される

②誰もが働きやすい環境づくりに取り組んで
もらう

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

02 総務費

01 総務管理費

12 男女共同参画推進費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

→
維持

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 522-02

霧島市男女共同参画計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 810108133

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

810108133

000

000

000

000

第3次男女共同参画計画で設定した21項目の数値目標について、各担当課において目標の達成
状況を把握した。
年２回の男女共同参画審議会を開催し、達成できていない原因や課題等の分析を行った。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図


